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②アンケート調査／自治体ポータルサイト（ホームページ）開設 

 

【プレ調査】 

○ 本調査（全国調査）に先駆け、 プレ調査として「都市部のニート・ひきこもり等の若者に対する

就労・社会参加のための自治体連携アンケート」を、特別区・政令市４３区市と福祉自治体ユ

ニット※・人口減少に立ち向かう自治体連合※加盟（特別区・政令市及び県を除く）の１７９市町村を対

象に実施した。その結果概要を後掲した。 
 

  （特別区・政令市） 

   ・調査期間 ： 平成２７年８月６日（木）～９月２５日（金） 

   ・回答数等 :  １６区１３市／回答率６７．４％ 

   （地方部）  

   ・調査期間 ： 平成２７年９月１５日（火）～１０月５日（月） 

   ・回答数等 :  ８９市町村／回答率４９．７％ 
 

※一般社団法人福祉自治体ユニット：住民サイドの福祉行政を進める市区町村長の会。 
※人口減少に立ち向かう自治体連合：福祉自治体ユニットを母体として、地方の人口減少に立ち向かい「人口反転」を目指す自治

体が集まる任意団体。 

 

【本調査】 

○ プレ調査結果を第１回委員会へ報告後、いただいた意見などを基に所要の改訂を加え、本調

査として「都市部の若年無業者等に対する就労・社会参加のための自治体連携アンケート」を、

全国すべての４７都道府県、１７４２市区町村を対象に実施した。その結果概要を後掲した。 
 

   ・調査期間 ： 平成２８年２月１日（月）～３月１日（水） 

  （特別区・政令市） 

 ・回答数等 :   １１ 区 ９ 市／回答率４６．５％ 

   （地方部）  

   ・回答数等 :  ４４２ 市 町 村／回答率２５．７％ 

             １３ 都道府県／回答率２７．７％ 
 

 

【自治体ポータルサイト（ホームページ）】 

○ 寄せられた回答をもとに、自治体間同士の情報交流・連携の促進を目的とした自治体ポータ

ルサイト（ホームページ）「都市部の若年無業者若年無業者者等に対する就労・社会参加のた

めの自治体連携」を仮設設置した。今年度においては回答情報の掲載公表までを行ったが、

今後の充実を図る予定。 
 

・ＵＲＬ  http://jichitai-unit.ne.jp/shu-rou/ 
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誰もが活躍できる地域の実現に向けた 

社会的包摂機能の強化、コミュニティの再編 
 

（自治体連携による生活困窮者等の就労・社会参加に関する検討） 

 

 

都市部の若年無業者等に対する就労・社会参加のための自治体連携関する、委員会におけ

る検討とその論点を、事務局においてまとめたものである。 

 

 

○平成 27 年度より生活困窮者自立支援法が施行し、福祉事務所設置自治体で就労準備支援

（中間的就労）事業が行われている。都道府県･指定都市･中核市における次年度の実施意向

は約８割（平成 28 年度における事業実施意向調査、平成 27 年 7 月調査）を占めるが、他の市町村を含め

た意向は４割弱とやや低調である。 
 

○一方、わが国の若年無業者は56万人、フリーターは179万人と15～34歳人口の8.9％を占め、

ひきこもりも 69.6 万人と推計されている（『平成 27 年度版子供・若者白書』）。その多くは人口・雇用吸

収力の高い都市部が占め、各省ではさまざまな就労・社会参加等の施策を行っている。 
 

○また、地方創生交付金の地方創生先行型「地域しごと支援事業」には、大都市圏からの人材呼

び戻し、地域人材育成、地域のしごとの魅力向上、創業支援、販路開拓支援といったメニュー

があり、そのひとつとして「自治体連携による生活困窮者等の就労・社会参加の促進」が掲げら

れ、大阪府豊中市・高知県土佐町による自治体連携が例示されている。 
 

○若者を呼び込み定着させようと、地方の自治体が行っている施策・事業は各種（移住・定住促進、

UIJ ターン支援、インターンシップ、就農等支援、起業促進。定着に向けた住宅取得・リフォーム補助、定着後の結

婚、子育て支援策の充実 etc）ある。しかし、大阪府豊中市・高知県土佐町が行っているような若年無

業者等を対象とした取組はまだ少数であり、全国規模のデータも存在しない状況である。 
 

○自治体による就労施策の深化は、生活困窮者自立支援法が施行されたこれからの課題である。

地方創生の観点からも、都市から地方への人口移動を伴うような抜本的な就労・社会参加のモ

デルを構築してゆく必要がある。 
 

○こうした課題を、従来の自治体単独による施策・事業ではなく、自治体間連携や官民連携、ある

いは政策間連携のなかで解決していこうというのが地方創生の方向性となっている。 
 

○こう考えてくると、生活困窮者自立支援法上の「現に経済的に困窮し、最低限度の生活を維持

することができなくなるおそれのある者」といった定義に捉われず、生活困窮者像を幅広く捉え

る必要もあると思わる。とりわけ社会的孤立の問題に目を向け、こうした方たちも含めて社会の

なかで生きていくことができる社会的包摂の仕組みを地域のなかでつくるという、考え方の前提

がまず不可欠であると思われる。 
 

１ 基本背景 
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○しかしながら、自治体間連携による就労支援は、中長期的な視野をもって自治体が本気で取り

組まなければ成果を上げることは難しく、単純な数値的評価指標による政策評価も困難である。

就労等の受入を行う以上は、送り出し側・受入間での十分な環境調整・体制整備が必要となり、

そういう意味では一定程度の時間がかかる事業分野といえる。 
 

○そこで本事業では、有識者等による「都市部の若年無業者等に対する就労・社会参加のため

の自治体連携に関する委員会」を設置し、本題にかかる議論を行ったものである。 

 

 

○「生活困窮者自立支援制度における支援状況調査（平成 27 年 12 月分）」によると、4 月の法施

行から 9 月までの 9 か月間に、全国 901 の福祉事務所設置自治体の自立相談支援窓口の新

規相談受付件数の累計は 171,643 件・人口 10 万人あたり 14.8 人で、うちプラン作成にまでい

たった件数の累計は 40,365件・人口 10万人あたり 3.5人、就労支援対象者数の累計は 20,991

件・人口10万人あたり1.8人であった。今後は、より自治体による就労支援の底上げを図る状況

にあると思われる。 
 

○特別区と政令市を対象に行った自治体間連携に関するプレ調査（後掲「都市部のニート・引きこもり等の若者

に対する就労・社会参加のための自治体連携アンケート（特別区・政令市）」）の結果によると、約 3 割強(34％)の自治体

が、地方の自治体との連携で中間就労・就労等の取組を行っていく意向があると答えており、と

りわけ特別区での意向が4割弱（38％）と政令市より高い割合を示している。また横浜市のように、

すでに宮城県石巻市等で短期合宿型訓練「よこはま型自立支援塾」を行っているところもあら

われ始めている。 
 

○福祉自治体ユニット※、人口減少に立ち向かう自治体連合※に加盟する地方の 179 自治体（特

別区、政令市、県を除く）を対象に行った調査では 89 自治体が回答を寄せ、人口移動を伴うよ

うな地方創生施策を模索する都市部の自治体との連携に 4 割弱（36％）の地方の自治体が連

携意向を示している。とりわけ町村部では約半数（46％）の自治体が連携意向を示しており、市

部（28％）の自治体との間で意向状況の較差がみられる。 
 

※一般社団法人福祉自治体ユニット：住民サイドの福祉行政を進める市区町村長の会。 
※人口減少に立ち向かう自治体連合：福祉自治体ユニットを母体として、地方の人口減少に立ち向かい「人口反転」を目指す自治

体が集まる任意団体。 
 

 

○地方創生の動きと絡め、地方においては相当程度、就労先の洗い出しや移住促進・定住支援、

子ども・子育て支援策の整備等を行っている自治体もみられる。地域しごと支援センターの整備

などは図られているが、現在、このように社会参加・就労先の紹介からその後の生活までの情報

を一元的に提供する情報ソースは現況では皆無である。住まいであれば「全国移住ナビ」、農

業であれば新規就農相談センター、林業であれば「林業就業支援ナビ」、漁業であれば漁業就

労者確保育成センター等と産業別に分かれている場合が多い。一元的に情報を提供できる主

体は自治体であるが、そうなると個人が各自治体のホームページ等から情報を探し出す必要が

ある。 

 

２ 生活困窮者自立支援法による就労支援の状況、連携意向 
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（受入側の体制の整備、環境調整について） 

○北海道本別町では、都市部の若年無業者等を受け入れるとなった時の準備のための協議を行

っている。実際の自治体連携にまではいたっていないが、受入側としての懸念は送り出し側の

「厄介払い」では困るということである。どういう対象者像の方が送り出されることになるのかは双

方議論を重ねたうえでの合意が必要であると思われる。 
 

○大前提として、本人の「その気」がなくては事業化するのは困難である。同町では、一定人数を

受け入れて集団生活を送る形は、集団内の関係が崩れると本人の居所がなくなってしまうので

考えていない。里親的な環境のなかで個々が生活することが基本であると考えている。また取

組を通じて、受入側の地域社会も変わっていく必要があるのではないかと考えている。 
 

○「その気」を抱いて地方へ派遣される地域おこし協力隊にしても、現地での生活ギャップから地

域に溶け込めない場合もある。そうした事態（リスク）を想定した受入体制づくりが肝要である。最

終的にはその地で自立した生活を送っていただけるようにしていきたいので、福祉的発想・視

点に加えて、社会的自立・就労自立に向けた支援を如何に行うかという視点の方がより重要で

ある。 
 

○受入にあたりメンター（上司・部下の上から下への関係ではなく、先輩が後輩に対して行う双方向性の斜めから

の個別支援）役、スーパーバイザー役となる支援的役割を果たす人の存在が重要となってくると

思われる。 
 

○また受入先の地に来てよかった、この町が好きだと思える「シビックプライド」を醸成するような仕

掛けがなくては、なかなかその地に定着するまでは難しい。今後ますます、そのための成功事

例（島根県海士町等）・失敗事例双方の分析が必要となってくる。 
 

○仕組みをつくっただけでは「この町が好きだ」とまではならない。身近な事例をみると、何か仕掛

けたからその人が定着したわけではなく、何かをきっかけにその人が自然発生的にその町が好

きになって最終的に定着するという過程が存在している。小さくてもよいので成功体験を積み重

ねるきっかけづくりが重要であると思われる。誰かに頼りにされたり、何かに自分が役立ったとい

う実感が好循環を生む。こうしたことを意識した支援プログラムを組み立て、随時フォローアップ

していく必要がある。 
 

○受入側の「社会的包摂力」の見える化が図られないと、送り出し側や本人も不安となる。取組の

進展とともに、見える化を図る何らかの指標が必要となってくるものと思われる。 

 

（送り出し側の体制の整備、環境調整について） 

○本人の「その気」が大前提であるため、まずは「その気」になっていただくための取組が必要で

ある。対象となる多くがひきこもりであったり、就業に何らかの困難を抱えているのであれば、な

おのこと「その気」を引き出すための支援が必要となる。自立相談支援窓口（入口）に繋がること

自体、ひきこもりの方にとっては困難が伴う。入口部分において、その人個人の気持ちを大事

にした支援を根気よく時間をかけて行う素地がないと、送り出すこと自体難しくなる。 
 

３ 自治体連携のための体制の整備、環境調整 
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○事業の仕組みも重要だが、なぜ引きこもっているのか等の理由に着目した「心の問題」に対する

配慮が必要である。そのうえで、どういう手立てをすればどう改善するのかといった問題がクリア

されないと、受け入れる地方の自治体としても難しい。まずは受け入れ側でよき支援者を確保し

たうえで体制を整えていく必要。地域で中心的な存在となる支援人材がいないと事業化は困難

となる。 
 

○一般就職型の集団型就職説明会を行っても、そこからニート・引きこもりの方が就労につながる

ことは困難である。個々人に応じた一対一の支援が前提となる。事業に参加したことによって、

良い面ばかりでなく我慢しなければならない点など、自分がどう変わっていけるのかの将来設

計イメージがわかないと、第１歩を踏み出しづらいので、その点の情報提供が必要になってくる

と思われる。 
 

○また事前に、送り出し側において一定の準備作業にあたる研修（服装、挨拶などの基本的態度、生活

習慣、会話の練習など）は必要である。 
 

○マッチングを行って受け入れたとしても、どうしても合わない、続かないといったことは起こりえる。

当該地域内においても、受入先地域を変えるといった場合においても、再チャレンジの仕組み

も用意しておく必要がある。 

 

（受入側・送り出し側双方の連携について） 

○自治体連携にあたっては、不安要素の解消のための事前すり合わせ作業は必須である。とりわ

け受入側の地で、仕事をもち住み続けることができる環境の整備とそのクオリティコントロールが

肝要となる。想定されるリスクの洗い出しとその情報提供も必要である。クオリティコントロールと

いう言葉にはリスクコントロールも含まれる。 

 

（事業の対象者について） 

○いまのところニート、ひきこもりを「若年無業者等」とまとめてしまっているが、一様に考えられるも

のではない。働く意向があっても無業状態である若年無業者と、心に傷を抱えたひきこもりの方

では支援の方法が異なる。個別のアセスメントに基づき、ある程度シミュレーションを行ったうえ

での支援が必要となってくる。 
 

○最終的に地方への定住等を視野におくのであれば、医療・福祉的支援の度合いが高い方はま

ずは就労・社会参加への意欲を喚起し生活習慣等を整えることが先決となるので、事業対象者

からは外すべき。いまのところ一緒くたんの議論になっている状況である。 

 

 

（青森県弘前市・大阪府泉佐野市との連携 ひろさきワーク・チャレンジ支援プログラム） 

○青森県弘前市では、大阪府泉佐野市との自治体連携により「都市と地方をつなぐ就労支援カレ

ッジ」事業を実施。平成２７年度中に 8人グループを 2回受け入れる計画。期間は 2週間。関係

者との事前協議で、いきなり２週間はきつい方もいるということで、希望者のみ２泊３日の体験コ

４ 自治体の取組 
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強いが、まだその前段階。毎週決まった時間にメルクマール（居場所）に集まる等の生活習慣を

身につけるところから始めている。 
 

○まずは福祉的就労の一環として、交流自治体である新潟県十日町市と体験事業を実施。失敗

体験をされている方も多いので、あれこれメニューは詰め込まず入口のハードルを低くして、ま

ずは現地に行き、現地を知ってもらうことから始める予定。そのうえでワンステップずつ成功体験

を積み重ねていってもらう。 

 

 

○具体的な中間就労等の支援策を示すことはもちろん重要であるが、問題意識として若年無業

者等がこのまま就労にいたらない状況がわが国で続くと、日本社会にどのような影響を及ぼす

のかといった、行政施策を促すインセンティブの視点が必要であると思われる。 
 

○地方部における介護離職の問題も直視する必要がある。都市部で働いていた４０～５０代の稼

働層が親の介護のために離職・帰郷し無業状態となり、親の年金で生活しているという層が相

当程度存在している。こうした場合、両親と同居しているため生活困窮家庭として問題視されず、

親側も支援を断ってしまうという実態もある。将来的には「親なき後」の問題への対応が課題とな

り、出来る限り早い段階での就労支援が必要となってくる。放置すれば生活保護へ移行してし

まう懸念もある。 
 

○すでに生活困窮者自立支援法による事業者が一定程度存在しており、自治体連携による就

労・社会参加のための事業を行う社会基盤となりうるものである。こうした事業者に目を向けて、

自治体とマッチングし取組を促すことも重要であると思われる。 
 

○自治体間連携スキームのみによる実施は困難である。官民連携という視点でいえば、ソーシャ

ルビジネス、コミュニティービジネスとの連携は必須である。すでに地域で活動している団体に

委託するなどして、コーディネート力を発揮してもらうという発想も必要。経済産業省のソーシャ

ルビジネスノウハウ移転・支援事業などが参考となる。  

 

○都市部のニート・ひきこもりは２０～５０代まで非常に幅広い世代層にわたり存在している。支援

に関しては、同居する親の理解が得られないといった事情もある。居所を変える（親から離れる）と

いうのはひとつの方法である。しかし受入体制を整備し、環境調整を十分に行ったうえでないと

実現は困難である。まったく疎遠な遠隔自治体間同士の連携も可能性として薄い。豊島区と秩

父市、杉並区と南伊豆町など、これまで自治体間同士の由縁もあり、支援される本人もいざとな

れば日帰りでも通える程度の距離感が適切ではないか。 
 

○小規模町村単独で受入体制を整えることは非常に困難。近隣自治体と連携して取り組むことが

重要。北海道十勝圏域では、若年無業者・ニート・引きこもりなども含めた定住対策の一環とし

て、本別町・足寄町・陸別町の３町で空き家対策を行い、地域の空き家調査を実施。再利用可

能な家屋の活用を検討。 
 

○企業による若年無業者・ニート・引きこもりを対象とした就労・社会参加支援はこれからの分野。

重要性は認識。地方活性化にまでもっていくためには、受入れを行って終了ではなく、事業を

５ その他のご意見等 
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利用することになる若年無業者・ニート・引きこもりの方の安心感を醸成するアフターケアを含め

た仕組みが重要となる。 
 

○①ハウジングファースト（註：住まいを失った人への支援において、安心して暮らせる 住まいを確保することを最優先とする考え方

[立教大学 HP]）との連携、②サードプレイス概念を援用した取組（居場所づくりなど）、③マネジメント

とリスクマネジメント（行政によるクオリティコントロールと民間セクターによる実際の活動との関係性の構築）とい

った観点を踏まえた検討が必要。 
 

○就労・社会参加先の紹介・受入から、その後の生活支援までを一体的に行おうとする地方の自

治体もすでに相当数現われている。こうした情報を分かりやすく一元的に情報提供していく必

要もあるのではないか。 
 

○若年無業者・ニート・引きこもりの増加という社会的問題を引き起こす時代背景にも着目。多様

な価値観を謳いながら、人はみなそれほど多くの価値観を携えて生きているわけではなく大同

小異。こうした社会的問題を変えていくためには、真に価値観を多様化させていく必要。「巨視

的視点を持ちながら顕微鏡を覗く」ような作業を行っていかなくてはならないのでは。 
 

○都市部の問題でもあるので、特別区などから将来の展望を開くような取組が生まれてこないと、

全国的にも広まらないのではないか。 

 

 

（ソーシャルビジネスノウハウ移転・支援事業） 

○ソーシャルビジネス、コミュニティービジネスも、東日本大震災などを契機に、地方部への参入

が行われるようになってきている。NPO 法人、株式会社など法人形態もさまざま。地域の中間支

援組織との連携や、こうした法人自体が中間支援組織としての役割を果たすところも出てきてい

る。現に NPO 法人育て上げネット（東京都立川市）など、社会的ひきこもり等を対象とした就労支

援を行う団体も、ノウハウ移転事業に参加している。こうした知見を広く学ぶ必要。 
 

（Teach For Ｊａｐａｎ） 

○Teach For America（米国の社会的企業）の日本版の取組を行う Teach  For Ｊａｐａｎの取組も参

考。教育困難地域に事前の研修を行った情熱ある教師役を派遣。2 年間１サイクルとして立て

直しを図る事業スキーム。１年目で特定の課題の解決に集中的に取組、２年目から学級、学校、

地域に変容をもたらすことができるよう、継続的な支援を行う。本人は仕事のなかで鍛えられる。

就労困難者に直接当てはめることは難しいが、継続的支援スキームとして参考となる。 
 

（技能実習制度） 

○「技能実習制度」は、まったく地域に馴染みのない外国人を受け入れるという意味で、受入側に

とってもっともノウハウが必要なハードルの高い制度であるため。この事業スキームを行うことが

できれば、ある程度日本人のニートやひきこもりを受け入れる素地があるとも推察される。送り出

し側と受入側との連携、実習生に対するケアなど、その課題と解決に向けた事業ノウハウは、自

治体連携による若年無業者等の就労・社会参加支援にも参考となるはず。 
 

（職業紹介事業制度） 

５ 参考となる事業・取組など 
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【設問１】都市部の若者（ニート・ひきこもり等）を、地方の自治体との連携で中間就労・就労等の取組を

行っていくご意向はありますか。 

 

「ある」との回答が３割強を占める。とりわけ特別区では４割近い意向が確認された。 

 

 
 

 

【設問２】地方の自治体のなかには、都市部の若者の受入意向を示しているところがあります。こうした自

治体と連携するご意向はありますか。 

 

「ある」との回答が３割弱。とりわけ特別区では４割近い意向が確認された。 

 

 

本調査（全国調査）に先立ち、プレ調査として特別区と政令市の区長・市長宛に「都市部

のニート・ひきこもり等※の若者に対する就労・社会参加のための自治体連携アンケート」

を実施した。その概要は以下の通り。           ※本調査では「若年無業者等」に名称変更      
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【設問１】都市部の自治体との連携による、都市部の若者（ﾆｰﾄ･ひきこもり等）の中間就労・就労等の取組

を行っていくご意向はありますか。 

 

約４分の３の自治体が「ある」との回答。 

 
 
 
【設問２】】都市部の自治体のなかには、CCRCなど地方への人口移動を伴う地方創生施策を模索する動きが

あります。こうした都市部の自治体と連携するご意向はありますか。 

 

約４分の３の自治体が「ある」との回答。 
 

 
 

本調査（全国調査）に先立ち、プレ調査として福祉自治体ユニット・人口減少に立ち向か

う自治体連合加盟（特別区・政令市及び県を除く）の市町村長宛に「都市部のニート・ひきこもり等
※の若者に対する就労・社会参加のための自治体連携アンケート」を実施した。その概要

は以下の通り。                   ※本調査では「若年無業者等」に名称変更      
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【設問３】若者等の就労・社会参加について実施（予定含む）しているものを教えてください。 

     （複数回答） 

 

子育て支援、住まい支援などは多くの自治体が実施。 

 

【設問３】若者等の就労・社会参加について実施（予定含む）しているものを教えてください （複数回答） 
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【設問４】貴自治体で受入可能な業種を教えてください。 

     （複数回答） 

 

約４割の自治体が回答しているが、「検討中」「未把握」とする自治体も多く存在。 

 

 

第一次産業を中心に幅広い業種で受入れの余地。 
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【設問５】貴自治体で若者を受け入れる際に、提供できる住まいがあれば教えてください。 

     （複数回答） 

 

４割強の自治体が回答しているが、「検討中」「未把握」とする自治体も多く存在。 

 

 

公営住宅ストックが中心。「一戸建て」「その他」回答内容としては空家バンクの活用。 
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【設問６】若者等を呼び込む事業等があればあげてください。 

     （複数回答） 

 

半数以上の自治体が回答。 

回答内容としては、移住促進や移住後の家賃補助、結婚への支援（婚活）サポート、子ども医療

費の無償化・負担軽減、各種就業者支援・インターンシップや起業支援策など。 

 
 

【設問７】前問であげた若者等を呼び込む事業等を「地方版総合戦略」に盛り込んでいますか。 

 

半数以上の自治体が若者呼び込み策を地方版総合戦略に盛り込み。 
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特別区 
  

自治体名 
【設問１】 若年無業者等を、環境の異なる地方の自治
体との連携により就労（中間就労含む）・社会参加の取
組を行っていく意向はありますか。 

【設問２】 都市部の若年無業者等を含む若者の受入
れ意向を示している地方の自治体と連携する意向は
ありますか。 

千代田区 無回答 

中央区 ない ない 

港区 ない ない 

新宿区 無回答 

文京区 ない ない 

台東区 無回答 

北区 ない（今のところ） ない（今のところ） 

荒川区 内容により検討する 内容により検討する 

品川区 無回答 

目黒区 ない ない 

大田区 無回答 

世田谷区 無回答 

渋谷区 無回答 

中野区 無回答 

杉並区 ある 
(平成 28 年度実施予定） 

ある 

(ただし、現在杉並区の交流自治体との連携を視野に入れているため、他

の自治体との連携については調整が必要） 

豊島区 無回答 

板橋区 ある ある 

練馬区 無回答 

墨田区 ある ある 

江東区 ない ない  

足立区 ない ない 

葛飾区 無回答 

江戸川区 無回答 
 

政令市 
  

自治体名 
【設問１】 若年無業者等を、環境の異なる地方の自治
体との連携により就労（中間就労含む）・社会参加の取
組を行っていく意向はありますか。 

【設問２】 都市部の若年無業者等を含む若者の受入
れ意向を示している地方の自治体と連携する意向は
ありますか。 

札幌市 ない ない 

仙台市 ない ない 

さいたま市 ない ない 

千葉市 ある (可能な範囲で協力したい） ある (可能な範囲で協力したい） 

横浜市 無回答 

川崎市 個々の事例により対応を検討 個々の事例により対応を検討 

相模原市 無回答 

新潟市 ない ない 

静岡市 無回答 

浜松市 無回答 

名古屋市 ない ない 
京都市 無回答 

大阪市 無回答 

堺市 無回答 

神戸市 無回答 

岡山市 無回答 

広島市 
ない 

（将来的な取組について検討の必要性は感じていますが、現在のところそ

うした取組は行っていません。） 

ない 

（将来的な取組について検討の必要性は感じていますが、現在のところ

そうした取組は行っていません。） 

北九州市 無回答 

福岡市 ない ない 

熊本市 無回答 
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都道府県 自治体名 
１ 都市部の自治体と連携して都市

部の若者の就労・社会参加の取組

を行っていく意向の有無 

２ 地方への人口移動を伴う地方

創生施策を模索する、都市部の自

治体と連携する意向の有無 

３ 大企業等の退職者（次世

代シニア層）の受入意向の

有無 

北海道 釧路市 ない ない ない 

北海道 帯広市 ない ない ない 

北海道 夕張市 ない ない ない 

北海道 江別市 ない ない ない 

北海道 根室市 ない ない ない 

北海道 滝川市 ない ある ある 

北海道 砂川市 ない ない ない 

北海道 歌志内市 ない ある ない 

北海道 富良野市 ない ある ある 

北海道 松前町 ない ない ない 

北海道 七飯町 ある ない ない 

北海道 江差町 ある ある ある 

北海道 奥尻町 ない ある ある 

北海道 島牧村 ない ない ない 

北海道 黒松内町 ない ある ある 

北海道 ニセコ町 ない ない ない 

北海道 真狩村 ある ある ない 

北海道 留寿都村 ない ない ない 

北海道 倶知安町 ない ない ない 

北海道 古平町 ない ない ない 

北海道 南幌町 ない ある ある 

北海道 長沼町 ない ない ある 

北海道 沼田町 ある ある ある 

北海道 東神楽町 ない ある ある 

北海道 比布町 ない ない ない 

北海道 南富良野町 ない ない ない 

北海道 和寒町 ない ある ない 

北海道 剣淵町 ある ある ある 

北海道 中川町 ない ある ない 

北海道 枝幸町 ない ない ない 

北海道 美幌町 ない ある ない 

北海道 小清水町 ある ある ある 

北海道 訓子府町 ない ない ない 

北海道 興部町 ない ある ない 

北海道 雄武町 ある ある ある 

北海道 壮瞥町 ない ある 
 ※広域で検討中 

ある 
 ※広域で検討中 

北海道 安平町 ない ある ＮＡ 

北海道 新冠町 ない ない ある 

北海道 えりも町 ない ない ない 

北海道 新ひだか町 ある ある ある 

北海道 音更町 
現段階で検討に 

至っていない ある ある 

北海道 鹿追町 ある ある ある 

北海道 清水町 ない ない ない 

北海道 池田町 ない ない ない 

北海道 足寄町 ある ある ない 

北海道 標茶町 ない ない ない 

北海道 鶴居村 ない ない ない 
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都道府県 自治体名 
１ 都市部の自治体と連携して都市

部の若者の就労・社会参加の取組

を行っていく意向の有無 

２ 地方への人口移動を伴う地方

創生施策を模索する、都市部の自

治体と連携する意向の有無 

３ 大企業等の退職者（次世

代シニア層）の受入意向の

有無 

北海道 白糠町 ある ある ない 

北海道 小平町 ない ない ない 

青森県 青森市 ある ある ない 

青森県 黒石市 ない ない ある 

青森県 平内町 ない ない ない 

青森県 外ヶ浜町 ない ない ない 

青森県 大鰐町 ある ある ない 

青森県 板柳町 ある ない ない 

青森県 中泊町 ある ある ない 

青森県 七戸町 ない ない ない 

青森県 六戸町 ない ない ない 

青森県 横浜町 ある ある ない 

青森県 三戸町 ない ある ない 

青森県 南部町 ある ある ある 

青森県 階上町 ない ない ない 

岩手県   ない ない ない 

岩手県 大船渡市 ない ある ある 

岩手県 久慈市 ない ある ない 

岩手県 遠野市 ない ない ない 

岩手県 釜石市 ある ある ある 

岩手県 八幡平市 ない ある ある 

岩手県 奥州市 ある ある ある 

岩手県 葛巻町 ある ある ない 

岩手県 紫波町 ない ない ない 

岩手県 矢巾町 ある ある ある 

岩手県 金ケ崎町 ない ある ない 

岩手県 住田町 ない ない ない 

岩手県 山田町 ある ある ある 

岩手県 軽米町 ない ない ある 

岩手県 洋野町 ある ある ある 

宮城県   ない ない ない 

宮城県 仙台市 ない ない ない 

宮城県 石巻市 ある ある ない 

宮城県 多賀城市 ない ない ない 

宮城県 岩沼市 ない ない ない 

宮城県 大崎市 ある ある ある 

宮城県 女川町 ない ない ない 

秋田県 秋田市 ない ない ない 

秋田県 横手市 ない ない ない 

秋田県 湯沢市 ない ある   

秋田県 由利本荘市 ある ある ある 

秋田県 潟上市 ない ない ない 

秋田県 にかほ市 ない ない ない 

秋田県 仙北市 ない ない ない 

秋田県 小坂町 ない ない ない 

秋田県 五城目町 ない ない ない 

山形県 山形市 ない ない ない 

山形県 東根市 ある ある ある 
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都道府県 自治体名 
１ 都市部の自治体と連携して都市

部の若者の就労・社会参加の取組

を行っていく意向の有無 

２ 地方への人口移動を伴う地方

創生施策を模索する、都市部の自

治体と連携する意向の有無 

３ 大企業等の退職者（次世

代シニア層）の受入意向の

有無 

山形県 南陽市 ない ない ない 

山形県 金山町 ある ある ある 

山形県 川西町 ある ある ある 

山形県 小国町 ある ある ある 

山形県 寒河江市 ない ない ない 

福島県 郡山市 ない ある ある 

福島県 いわき市 ない ない ない 

福島県 白河市 ない ない ない 

福島県 相馬市 ない ない ある 

福島県 伊達市 ある 検討中 検討中 

福島県 本宮市 ない ある ない 

福島県 磐梯町 ない ない ない 

福島県 会津坂下町 ある ない ない 

福島県 塙町 ない ない ない 

福島県 楢葉町 ある ある ない 

福島県 川内村 ない ない ある 

茨城県 水戸市 ない ない ない 

茨城県 下妻市 ない ない ない 

茨城県 常陸太田市 ある ない ない 

茨城県 守谷市 ない ある ない 

茨城県 常陸大宮市 ない ない ない 

茨城県 那珂市 ない ある ない 

茨城県 坂東市 ない ない ない 

茨城県 行方市 ある ある ある 

茨城県 茨城町 ない ない ない 

茨城県 美浦村 ある ある ある 

茨城県 河内町 ない ない ない 

茨城県 八千代町 ない ない ない 

栃木県 足利市 ない ない ない 

栃木県 栃木市 ある ある ある 

栃木県 佐野市 ない ない ない 

栃木県 日光市 未定 ある 未定 

栃木県 小山市 ない ない ない 

栃木県 那須塩原市 ない ない ない 

栃木県 益子町 ない ない ない 

栃木県 壬生町 ＮＡ ある ない 

栃木県 那珂川町 ない ない ない 

群馬県 前橋市 ない ある ある 

群馬県 高崎市 ない ない ない 

群馬県 桐生市 ない ある ない 

群馬県 伊勢崎市 ない ない ない 

群馬県 沼田市 ない ない ない 

群馬県 藤岡市 ない ない ない 

群馬県 長野原町 ない ない ない 

群馬県 東吾妻町 ない ない ない 

群馬県 片品村 ある ある ない 

群馬県 みなかみ町 ある ある ある 
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都道府県 自治体名 
１ 都市部の自治体と連携して都市

部の若者の就労・社会参加の取組

を行っていく意向の有無 

２ 地方への人口移動を伴う地方

創生施策を模索する、都市部の自

治体と連携する意向の有無 

３ 大企業等の退職者（次世

代シニア層）の受入意向の

有無 

埼玉県   ない ない ある 

埼玉県 川口市 ない ない ない 

埼玉県 行田市 ない ない ない 

埼玉県 秩父市 ある ある ある 

埼玉県 飯能市 ある ある ある 

埼玉県 春日部市 ない ない ない 

埼玉県 朝霞市 ない ない ない 

埼玉県 志木市 ない ない ない 

埼玉県 和光市 ない ない ない 

埼玉県 新座市 ない ない ない 

埼玉県 三郷市 ない ない ない 

埼玉県 幸手市 ない ない ない 

埼玉県 吉川市 ない ない ない 

埼玉県 伊奈町 ない ない ない 

埼玉県 吉見町 ない ない ない 

埼玉県 小鹿野町 ない ある ある 

埼玉県 宮代町 ない ない ない 

千葉県 市川市 ない ない ない 

千葉県 木更津市 ない ある ない 

千葉県 茂原市 ない ない ない 

千葉県 習志野市 ない ない ない 

千葉県 市原市 ない ない ない 

千葉県 流山市 ある ない ない 

千葉県 八千代市 ない ない ない 

千葉県 君津市 ない ない ない 

千葉県 富津市 ない ない ない 

千葉県 浦安市 ない ない ない 

千葉県 袖ヶ浦市 ない ない ない 

千葉県 富里市 ない ない ない 

千葉県 南房総市 ない ない ない 

千葉県 匝瑳市 ある ある ある 

千葉県 山武市 ない ない ない 

千葉県 大網白里市 ある ある ある 

千葉県 多古町 ない ない ない 

千葉県 長柄町 ある ある ある 

千葉県 鋸南町 ない ない ない 

東京都 墨田区 ある ある ＮＡ 

東京都 目黒区 ない ない ない 

東京都 立川市 ない ない ない 

東京都 三鷹市 ない ない ない 

東京都 府中市 ない ない ない 

東京都 調布市 ない ない ない 

東京都 小金井市 ない ない ない 

東京都 東村山市 ない ない ない 

東京都 国立市 ない ない ない 

東京都 狛江市 ない ない ない 

東京都 清瀬市 ない ない ない 

東京都 東久留米市 ない ない ない 
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都道府県 自治体名 
１ 都市部の自治体と連携して都市

部の若者の就労・社会参加の取組

を行っていく意向の有無 

２ 地方への人口移動を伴う地方

創生施策を模索する、都市部の自

治体と連携する意向の有無 

３ 大企業等の退職者（次世

代シニア層）の受入意向の

有無 

東京都 武蔵村山市 ない ない ない 

神奈川県 横須賀市 ない ない ない 

神奈川県 平塚市 ない ない ない 

神奈川県 藤沢市 ＮＡ ＮＡ ない 

神奈川県 小田原市 ない ない ない 

神奈川県 茅ヶ崎市 ない ない ない 

神奈川県 三浦市 ない ない ある 

神奈川県 厚木市 ない ない ない 

神奈川県 伊勢原市 ない ない ない 

神奈川県 海老名市 ない ない ない 

神奈川県 座間市 ない ない ない 

神奈川県 葉山町 ない ない ない 

神奈川県 寒川町 ある ない ない 

神奈川県 二宮町 ない ない ない 

神奈川県 松田町 ない ない ない 

神奈川県 山北町 ない ない ない 

神奈川県 愛川町 ない ない ある 

新潟県 柏崎市 ない ない ない 

新潟県 十日町市 ある ある ある 

新潟県 村上市 ない ない ない 

新潟県 南魚沼市 ない ある ある 

新潟県 胎内市 ある ある ない 

新潟県 聖籠町 ない ある ある 

新潟県 阿賀町 ない ない ない 

新潟県 津南町 ない ある ない 

新潟県 刈羽村 ない ない ない 

富山県 富山市 ない ない ない 

富山県 高岡市 ない ない ない 

富山県 魚津市 ない ない ない 

富山県 黒部市 ある ある ある 

富山県 砺波市 未定 ある 未定 

富山県 小矢部市 ある ある ある 

富山県 南砺市 ない ない ない 

富山県 舟橋村 ない ない ない 

富山県 入善町 ない ない ない 

石川県 加賀市 ある ある ある 

石川県 羽咋市 ない ない ない 

石川県 かほく市 ない ある ない 

石川県 中能登町 ない ない ある 

石川県 穴水町 ある ある ある 

福井県   ない ない ない 

福井県 坂井市 ある ある ある 

福井県 大野市 ない ない ない 

福井県 おおい町 ない ない ない 

山梨県 南アルプス市 ない ない ない 

山梨県 北杜市 ない ある ない 

山梨県 甲斐市 ある ある ない 

山梨県 笛吹市 検討中 検討中 検討中 
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都道府県 自治体名 
１ 都市部の自治体と連携して都市

部の若者の就労・社会参加の取組

を行っていく意向の有無 

２ 地方への人口移動を伴う地方

創生施策を模索する、都市部の自

治体と連携する意向の有無 

３ 大企業等の退職者（次世

代シニア層）の受入意向の

有無 

山梨県 甲州市 ない ない ない 

山梨県 身延町 ない ない ない 

山梨県 南部町 ある ある ない 

長野県 松本市 ない ない ない 

長野県 岡谷市 ある ある ある 

長野県 飯山市 ない ない ない 

長野県 茅野市 ない ない ない 

長野県 安曇野市 ない ない ない 

長野県 南相木村 ない ない ＮＡ 

長野県 中川村 ない ある 今のところない 

長野県 高森町 ない ない ある 

長野県 阿智村 ある ある ある 

長野県 泰阜村 ない ない ない 

長野県 喬木村 ない ある ある 

長野県 木曽町 ない ない ある 

長野県 山形村 ない ある ある 

長野県 野沢温泉村 ある ある 未検討 

長野県 飯綱町 ある ある ない 

岐阜県 多治見市 ない ある ない 

岐阜県 中津川市 ない ある ない 

岐阜県 羽島市 ない ない ない 

岐阜県 瑞穂市 ない ない ない 

岐阜県 本巣市 ない ない ない 

岐阜県 岐南町 ない ない ない 

岐阜県 大野町 ある ある ない 

岐阜県 東白川村 ない ない ない 

静岡県 三島市 ない ない ない 

静岡県 富士宮市 ない 
若い人なら「ある」（ＣＣＲＣは除く） 

50 歳以上であれば「ない」 ない 

静岡県 磐田市 ない ない ない 

静岡県 藤枝市 ある ある ある 

静岡県 袋井市 ない ある ある 

静岡県 湖西市 ない ない ない 

愛知県 岡崎市 ない ない ない 

愛知県 半田市 ない ない ない 

愛知県 春日井市 ない ない ない 

愛知県 豊川市 ない ない ない 

愛知県 刈谷市 ない ない ない 

愛知県 安城市 ない ない ない 

愛知県 西尾市 ない ない ない 

愛知県 稲沢市 ない ない ない 

愛知県 知多市 ある ない ない 

愛知県 高浜市 ない ない ない 

愛知県 岩倉市 ない ない ない 

愛知県 日進市 ない ない ない 

愛知県 弥富市 ない ない ない 

愛知県 みよし市 ない ない ない 

愛知県 東郷町 ない ない ない 
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都道府県 自治体名 
１ 都市部の自治体と連携して都市

部の若者の就労・社会参加の取組

を行っていく意向の有無 

２ 地方への人口移動を伴う地方

創生施策を模索する、都市部の自

治体と連携する意向の有無 

３ 大企業等の退職者（次世

代シニア層）の受入意向の

有無 

愛知県 大口町 ない ない ない 

愛知県 阿久比町 ない ない ない 

愛知県 東浦町 ない ない ない 

愛知県 南知多町 ない ない ない 

愛知県 幸田町 ない ない ない 

愛知県 豊根村 ある ある ある 

三重県   未定 未定 未定 

三重県 津市 ある ある ある 

三重県 伊勢市 ある ある ない 

三重県 桑名市 ない ない ない 

三重県 名張市 ある ある ある 

三重県 熊野市 ない ある ある 

三重県 伊賀市 ある ある ない 

三重県 木曽岬町 ない ない ない 

三重県 東員町 ない ない ない 

三重県 多気町 ある ある ない 

三重県 大台町 ある ある ない 

滋賀県 近江八幡市 ない ない ない 

滋賀県 草津市 ない ない ない 

滋賀県 栗東市 ない ない ない 

滋賀県 高島市 ない ない ない 

滋賀県 竜王町 ない ない ない 

滋賀県 甲良町 ない ない ない 

京都府   ない 
（今後検討予定） 

ない 
（今後検討予定） 

ない 
（今後検討予定） 

京都府 舞鶴市 未定 未定 未定 

京都府 長岡京市 ある ない ない 

京都府 京丹後市 ある ある ない 

京都府 久御山町 ない ない ない 

京都府 南山城村 ある ある ある 

京都府 京丹波町 ない ない ない 

大阪府 岸和田市 ない ない ない 

大阪府 吹田市 ない ない ない 

大阪府 守口市 ない ない ない 

大阪府 茨木市 ある ない ない 

大阪府 羽曳野市 ない ない ない 

大阪府 高石市 ない ある ある 

大阪府 藤井寺市 ある ない ない 

大阪府 島本町 ない ない ない 

大阪府 豊能町 ない ある ある 

大阪府 田尻町 ない ない ない 

大阪府 河南町 ない ない ない 

大阪府 千早赤阪村 ない ない ない 

兵庫県   ない ない ない 

兵庫県 尼崎市 ある ない ない 

兵庫県 明石市 ない ない ない 

兵庫県 洲本市 ない ない ない 

兵庫県 伊丹市 ある ある ない 
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都道府県 自治体名 
１ 都市部の自治体と連携して都市

部の若者の就労・社会参加の取組

を行っていく意向の有無 

２ 地方への人口移動を伴う地方

創生施策を模索する、都市部の自

治体と連携する意向の有無 

３ 大企業等の退職者（次世

代シニア層）の受入意向の

有無 

兵庫県 豊岡市 ない ない ない 

兵庫県 赤穂市 ある ある ない 

兵庫県 宝塚市 ない ない ない 

兵庫県 三田市 ある ある ある 

兵庫県 篠山市 ある ある ある 

兵庫県 加東市 ない ある ない 

兵庫県 たつの市 ない ある ない 

兵庫県 神河町 ある ある ある 

奈良県   ない ない ある 

奈良県 桜井市 ない ない ない 

奈良県 田原本町 ない ない ない 

奈良県 広陵町 ある ある ある 

和歌山県 海南市 ない ない ない 

和歌山県 橋本市 ない ない ない 

和歌山県 有田市 ある ある ない 

和歌山県 紀美野町 ない ない ない 

和歌山県 高野町 ある ない ある 

和歌山県 日高町 ない ない ない 

和歌山県 串本町 ない ない ない 

鳥取県 境港市 ない ない ない 

鳥取県 岩美町 ない ない ない 

鳥取県 三朝町 ない ない ない 

鳥取県 日吉津村 ない ない ない 

鳥取県 大山町 ない ある ない 

鳥取県 南部町 ある ある ある 

島根県 雲南市 ない ない ない 

島根県 美郷町 ない ない ある 

岡山県 倉敷市 ない ない ない 

岡山県 津山市 ある ある ある 

岡山県 瀬戸内市 ない ない ない 

岡山県 真庭市 
ない 

（現在のところ具体的検討事案は無いが必

要に応じて検討していく） 

ない 
（現在のところ具体的検討事案は無いが必

要に応じて検討していく） 

ある 
（大企業退職者に限らず、広くＵＩＪター

ン希望者の相談窓口を設けている） 

岡山県 浅口市 ない ない ない 

岡山県 鏡野町 ない ある ない 

広島県 三原市 ある ある ある 

広島県 東広島市 ない ない 
ある 

（広島県が実施する「プロフェッショ

ナル人材マッチング支援事業」等に

よる人材の受入を想定） 
広島県 廿日市市 ない ある ない 

広島県 安芸高田市 ない ない ある 

広島県 府中町 ない ない ない 

広島県 坂町 ない ない ない 

広島県 世羅町 ない ない ない 

広島県 神石高原町 ある ある ある 

山口県 下関市 ない ない ない 

山口県 山口市 ない ある ある 

山口県 下松市 ない ない ない 

山口県 和木町 ない ない ない 
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都道府県 自治体名 
１ 都市部の自治体と連携して都市

部の若者の就労・社会参加の取組

を行っていく意向の有無 

２ 地方への人口移動を伴う地方

創生施策を模索する、都市部の自

治体と連携する意向の有無 

３ 大企業等の退職者（次世

代シニア層）の受入意向の

有無 

徳島県   ある ある ある 

徳島県 鳴門市 ない ない ない 

徳島県 小松島市 ない ない ない 

徳島県 佐那河内村 ない ある ない 

徳島県 藍住町 ない ない ない 

徳島県 美馬郡つるぎ町 ない ない ない 

香川県 丸亀市 ない ない ない 

香川県 多度津町 ない ない ない 

愛媛県 宇和島市 ある ある ある 

愛媛県 八幡浜市 ない ある ある 

愛媛県 新居浜市 ない ない ある 

愛媛県 西条市 ない ない ある 

愛媛県 大洲市 ない ある ある 

愛媛県 上島町 ある ある ある 

愛媛県 松前町 ない ない ない 

愛媛県 愛南町 ある ある ない 

高知県   ない 
（具体的に話があれば検討） 

ない 
（具体的に話があれば検討） 

ない 
（具体的に話があれば検討） 

高知県 土佐市 ある ある ある 

高知県 東洋町 ない ない ない 

高知県 越知町 ない ある ある 

福岡県   ある ある ない 

福岡県 直方市 ない ない ない 

福岡県 八女市 未定 未定 未定 

福岡県 那珂川町 ある ある ない 

福岡県 篠栗町 ない ない ない 

福岡県 芦屋町 ある ある ある 

福岡県 遠賀町 ある ある ある 

福岡県 鞍手町 ある ある ない 

福岡県 筑前町 ない ない ない 

福岡県 川崎町 ない ない ない 

福岡県 みやこ町 ある ある ない 

福岡県 築上町 ない ない ない 

佐賀県   ある ない ある 

佐賀県 佐賀市 ない ない ない 

佐賀県 武雄市 ない ない ない 

佐賀県 小城市 ない ない ない 

佐賀県 神埼市 ある ある ない 

佐賀県 吉野ヶ里町 ない ない ない 

長崎県 島原市 ある ない ある 

長崎県 平戸市 ある ある ある 

長崎県 対馬市 ある ある ある 

長崎県 五島市 ある ある ある 

長崎県 雲仙市 ない ない ない 

長崎県 川棚町 ない ない ない 

長崎県 佐々町 ない ある ある 
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都道府県 自治体名 
１ 都市部の自治体と連携して都市

部の若者の就労・社会参加の取組

を行っていく意向の有無 

２ 地方への人口移動を伴う地方

創生施策を模索する、都市部の自

治体と連携する意向の有無 

３ 大企業等の退職者（次世

代シニア層）の受入意向の

有無 

熊本県 荒尾市 ない ない ない 

熊本県 山鹿市 ない ない ない 

熊本県 阿蘇市 ある ある ない 

熊本県 産山村 ない ない ない 

熊本県 高森町 ない ない ない 

熊本県 益城町 ある ない ない 

熊本県 山都町 ある ある ある 

熊本県 芦北町 ない ない ない 

熊本県 山江村 ある ある ある 

大分県   未定 未定 
大企業等のプロフェッショナル

人材を地方の中小企業出活

用する取り組みを開始予定 

大分県 中津市 ない 
（環境が整えば将来的には検討の余地あり） 

ある ない 

大分県 日田市 ない ない ない 

大分県 宇佐市 ない ある ある 

大分県 玖珠町 ある ある ある 

宮崎県 宮崎市 ない ある ある 

宮崎県 都城市 ない ない ある 

宮崎県 日南市 

ない 

（生活困窮者自立支援制度・被保護者

就労支援事業等による包括的な支援

を行う予定が現在のところないため、

「ない」で回答しております。） 

ない 

（ＣＣＲＣや特別養護老人ホームの整

備等を行った上での、都市部自治体

との連携を予定していないため、「な

い」で回答しております。） 

ない 

（大企業等の退職者（次世代

シニア層：昭和4ない年から49

年生まれの 40 代）のみを対象

とした移住相談会・生活環境

整備・就労先の開拓等の取組

を行っていないため、「ない」

で回答しております。） 
宮崎県 小林市 ない ない ない 

宮崎県 えびの市 ある ある ある 

宮崎県 美郷町 ある ある ある 

宮崎県 日之影町 ある ある ない 

鹿児島県   ない ない ある 

鹿児島県 枕崎市 ある ある ない 

鹿児島県 阿久根市 ある ある ある 

鹿児島県 指宿市 ある ある ある 
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「都市部の若年無業者等に対する就労・社会参加のための自治体連携」 

自治体ポータルサイト（ホームページ）のイメージ 

 
トップページからログイン後、検索画面に移行します。 

 
✤画像はイメージです 

地図・自治体名から検索 

 

自治体区分・人口規模（政令市・特別区、中核市・特例市、人口１０万以上、人口１０万未満、町村）の一覧から選択 ※次年度以降検討 

 

基本情報シートの内容から検索 ※次年度以降検討 

 

一覧を表示 

人口１万人未満 
人口１万人以上 
人口５万人以上 
人口１０万人以上 
人口２０万人以上 
人口３０万人以上 
人口５０万人以上 
人口１００万人以上 

政令市・特別区 

 

○○区 

○○区 

○○区 

 

○○市 

○○市 

○○市 

○○市 

○○市 

１００,０００ 

 ２００,０００ 
３００,０００ 

 

３,０0０,０００ 

２,０００,０００ 

１,０００,０００ 

８００,０００ 

７００,０００ 

市 区 人口 基本情報 関連情報 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 
－ 

 
 

 

 

 

 

－ 

町 村 

 

○○町 

○○町 

○○町 

○○町 

○○町 

 

○○村 

○○村 

○○村 

５０,０００ 

 ４０,０００ 
３０,０００ 
２０,０００ 

１０,０００ 

 

９,,０００ 

８,０００ 

７,０００ 

町 村 人口 基本情報 関連情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
－ 

－ 

 

 
－ 

－ 

 

－ 

 

 

○○区 

○○区 

○○区 

○○市 

○○市 

○○市 

○○町 

○○町 

○○村 

１００,０００ 

 ２００,０００ 
３００,０００ 
１００,０００ 

２００,０００ 

３００,０００ 

１０,０００ 

２０,０００ 

１,０００ 

市区町村 人口 基本情報 関連情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
－ 

 
－ 

 

 
－ 

－ 

－ 

区 

 区 
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147
 



148
 

 



149
 

 



150
 

 



151
 

 

 

 
 

 

27 4 1 4 1
 

 

 
 

40
15 34

15 39 40
 

 

15 39  
 

15 39 (1) (3)  
(1)  
(2)  
(3)

 
 

 
 

40 49
(1) (3)  

 

 

 
 

 
 



152
 

 
 

 

 

UIJ
 

40
 

 

 
 

 

 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 



153 
 

  

【ＦＡＸ送信票】 

ＦＡＸ ０３－３２６６－１６７０ 
特定非営利活動法人地域ケア政策ネットワーク 

「都市部の若年無業者等に対する就労・社会参加のための自治体連携」自治体ポータルサイト（ホームページ）係 御中 
 

「都市部の若年無業者等に対する就労・社会参加のための自治体連携」 

自治体ポータルサイト（ホームページ） 基本情報シートの送付 
 

全     枚 
 

 

 

 

 

【通信欄】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
都・道・府・県 

 

 
市・区・町・村 

氏  名 
 

 

窓口担当部局 

・担当課 

 

 

ＴＥＬ 
 

 

ＦＡＸ 
 

 

Ｅ－ＭＡＩＬ 
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